
平成28年度の業績
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（百万円）

27年度 28年度 前年比

経常収益 16,604 15,834 △770

業務粗利益 13,456 12,964 △492

資金利益 11,940 11,070 △870 ①

役務利益 1,161 1,185 24

その他業務利益 355 708 353 ②

うち債券関係損益 428 837 409

経費 10,572 10,924 352 ③

業務純益
（コア業務純益）

2,884
（2,455）

2,228
（1,202）

△656
（△1,253）

株式等関係損益 53 69 16

総与信関連費用 △208 341 549 ④

経常利益 3,363 1,931 △1,432

特別損益 27 △8 △35

当期純利益 2,107 1,294 △813

損益状況
低金利環境の継続から減収減益となるも、経常利益･当期利益とも予想通りの着地

【主な増減要因】 （百万円）
①資金利益 △870

うち貸出金利息の減少 △677
うち有価証券利息配当金の減少 △332
うち預金利息の減少 98

③経費 352
うち物件費の減少 △22
うち人件費の増加 222
（うち退職給付費用の増加） 218

④総与信関連費用 549
うち個別貸倒引当に関する影響 190
うち貸出金償却に関する影響 262
うち一般貸倒引当に関する影響 △188
うち偶発損失引当に関する影響 103
うち償却債権取立に関する影響 △11
うち貸倒引当金戻入に関する影響 193

②その他業務利益 353
うち国債等債券損益（5勘定尻）の増加 409
うち貸出債権売却損益の減少 △36

過去
最高

平成28年度業績の概要
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9,268億円
前期末比2.0%増

年間増減額 +184億円
個人預金 +124億円
法人預金 ＋146億円
公金預金 △79億円
金融預金 △6億円

預金残高 鳥取県内預金残高･シェア
個人･法人を中心に順調に増加し、預金残高は過去最高を更新
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（出所：当行管理資料）

預金
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7,389億円
前期末比2.3%増

年間増減額 +169億円
中小企業向け +80億円
個人向け +76億円
公共向け △14億円
その他 +27億円

貸出金残高
中小企業向けや個人向け貸出の増加により、貸出金残高は過去最高を更新

鳥取県内貸出金残高･シェア
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（出所：当行管理資料）

貸出金
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1,530 
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1,667億円
前期末比9.0%増

年間増減額 ＋137億円
国債 △12億円
地方債 +85億円
社債 △6億円
外国証券 △0億円
その他 +71億円

有価証券残高

有価証券評価損益

有価証券の半分以上は安全性･流動性の高い国債･地方債で運用

28/3末 29/3末 増減
評価損益 71 36 △34
株式 1 4 ＋3
債券 39 26 △12
その他 30 5 △25

（億円）

国債
33.2%

その他
証券

14.4%

地方債
36.4%

残高構成比（29/3末）

株式
3.8%

社債
11.7%

外国証券
0.6%

有価証券
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自己資本比率 不良債権比率（金融再生法ベース）
自己資本比率は劣後調達の償還に伴い低下、不良債権比率は低水準を維持
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当行 地銀平均 （%）

28/3末 29/3末 増減
自己資本 493 461 △32

うち劣後調達 64 30 △34
リスク･アセット等 4,583 4,810 ＋227
自己資本比率 10.76% 9.58% △1.18%

（億円）

28/3末 29/3末 増減
不良債権額 115 113 △2
正常債権 7,234 7,452 ＋217
総与信額 7,350 7,566 ＋215
不良債権比率 1.56% 1.49% △0.07%

（億円）

健全性
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平成29年度は経常利益15億円、当期純利益10億円を見込む

（億円）
28年度 29年度予想 前年比

業務粗利益 129 121 △8
資金利益 110 102 △8
役務利益 11 11 0
その他業務利益 7 8 +1

うち国債等債券関係損益 8 9 +1
経費 109 101 △8

うち人件費 49 48 △1
うち物件費 52 46 △6

実質業務純益（一般貸引調整前） 20 20 0
コア業務純益 12 11 △1
与信コスト 3 7 +4
経常利益 19 15 △4
当期純利益 12 10 △2
1株当たり配当金（年） 株式併合※調整後 60.0円 60.0円 ０
年間配当額（百万円） 561 561 ０
配当性向（%） 43.3 56.1 12.8
※平成28年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しております。

業績予想

平成29年度業績予想
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